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抄録
目的：我が国における飲料水を介した健康危機の発生実態を明らかとすることを目的とした．
方法： 1983年 1 月から2012年12月までの30年間を対象期間とし，期間中に発生した飲料水を介した
健康危機事例を収集し，健康危機の発生傾向について分析を行った．
結果：過去30年間に飲料水を介した健康危機事例は約590件発生しており，化学物質が原因の事例が
最も多かったが，明らかな健康被害が発生した事例では，原因物質の大半は微生物であった．地下水
を水源とする専用水道や飲用井戸等の小規模の施設において健康被害を伴う水質事故が高頻度で発生
しており，主要な発生要因は消毒の不備であった．また，飲料水を介した病原微生物が原因の健康リ
スクは米国やEUと比べ低く維持できていると示唆された．
結論：我が国の飲料水を介した健康リスクを減少させるためには，飲用井戸，専用水道等の小規模施
設の適切な衛生管理を実施していくことが重要である．
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Abstract
Objectives: The objective of this study was to explore health-related incidents associated with drinking 
water in Japan.
Methods: Data about health-related incidents associated with drinking water, which occurred in the last 
three decades (1983-2012), were collected and their patterns of occurrence were analyzed.
Results: A total of about 590 incidents occurred in the last three decades. Although incidents were most 
commonly caused by chemicals, there were also incidents that created health damage that were caused 
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I. はじめに

　我が国における飲料水を介した健康被害は，上下水道
の普及に伴い著しく減少した．現在では水道普及率は
97％を超えており，水道法等に基づき，諸外国と比較し
ても高いレベルで飲料水の水質管理が行われていると考
えられる．しかしながら，近年においても低頻度ではあ
るものの健康被害を伴う水質汚染事故は発生している [1]．
　食品と比較して健康被害の発生頻度や死亡事故率は一
般に低いといえるが，給水人口の多い大規模な浄水場に
おいて万が一深刻な水質汚染が発生した場合には，広
範囲の需要者に対して健康被害が発生するおそれがあり，
飲料水を介した健康影響リスクを軽視すべきではない．
実際に，1993年に米国Wisconsin州Milwaukee市で発生
した水道を介したクリプトスポリジウムの集団感染事例
では，推定感染者40万人以上が発生したと報告されてい
る [2]．近年でも（2010年），スウェーデンのOstersund
市にて推定27,000人のクリプトスポリジウム症の患者の
発生が報告されている [3]．我が国においても，1996年
に埼玉県越生町の町民の約 7割が感染したとされる大規
模な水道水を介したクリプトスポリジウムの集団感染が
発生している [4]．
　このような飲料水を介した健康被害を発生させないた
めには，浄水場のみでなく，水源から給水栓に至るまで
に存在する様々な工程における危害の評価・管理を実施
していくことが重要である．世界保健機関（WHO）が
提唱し，我が国においても導入が推奨されている「水安
全計画」においても，このような危害管理の考え方が基
本となっている [5]．危害を適切に評価し，管理手法を
提案するためには，過去に発生した健康危機の原因や影
響を詳細に解析することが不可欠である．
　上記のような背景から，筆者らは，我が国における飲
料水を介した健康危機の現状と課題を明らかとすること
を目的に，「飲料水健康危機管理実施要領」に基づき厚
生労働省に報告された健康危機事例の分析を行った [6]．
一方，「飲料水健康危機管理実施要領」が策定されたの
は1997年度であり，それ以前の飲料水を介した健康危機
事例についてはその実態が明らかとなっていない．また，
本要領は基本的に情報提供依頼の形式を取っており，報

告対象とする事象の説明はあるものの [7]，報告対象と
なるか否かの判断は，水道事業者や都道府県に委ねられ
るため，必ずしも全ての危機事例が報告されるわけでは
ない．そこで本研究では，「飲料水健康危機管理実施要
領」に基づき報告された事例に加え，過去30年間に保健
所・衛生研究所等に報告された事例やデータベース検
索等によって収集した事例についても解析するとともに，
世界的に見ても先進的な管理状況にあると考えられる米
国とEUの類似データとの比較も試み，我が国における飲
料水を介した健康危機の発生実態や課題を明らかとした．

II．方法

１ ．収集対象の健康危機事例の定義
　国民の生命，健康を脅かす事態が生ずるおそれがある，
または生じているものを健康危機事例とした．具体的に
は以下に示す定義に合致した事例を収集した．
（ 1）飲料水を介して健康被害が発生した事例，または

原因として飲料水が疑わしい事例
（ 2）水道原水または浄水で有害物質が検出され，行政

対応として給水停止や飲用制限が行われた事例
（ 3）行政対応が行われたかどうかは不明であるが，飲

料水から濁水や異臭等が発生し，飲用に適さない
水が供給されたと考えられた事例（飲用不適）

（ 4）給水停止や飲用制限には至らなかったが，有害物
質の検出により，水道事業者等が取水停止や活性
炭の注入といった対応を行った事例

（ 5）水道施設への侵入や，施設破損といった水道への
テロ等が発生した事例

　以上の定義より，水源・原水等で有害化学物質・病原
微生物等を検出したが，水道施設への影響が小さく，水
道事業者等で特別な対応を必要としなかった事例，影響
や対応が不明であった事例，レクリエーション水（プー
ル等）や入浴，透析等を介した事例は解析の対象外と
した．また，「飲料水健康危機管理実施要領」において
も，ボトルウォーターを介した健康危機事例は，食品衛
生法により措置が講じられるものであり，報告の対象外
となっているため [7]，本研究でも解析の対象外とした．
なお，東日本大震災に伴う健康危機事例は，影響を受け

by microorganisms. Incidents in which health damage occurred frequently involved small water supply 
systems such as private facilities and wells taking in groundwater. The main cause of problems was 
inadequate management of disinfection equipment. It appears that health risk associated with pathogenic 
microorganisms in drinking water in Japan has been lower than that in the United States and European 
Union.
Conclusions: To decrease health risks associated with drinking water, it is important to perform 
adequate hygiene management in small water supply systems
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た事業体数，水質項目等が著しく多く，これらの事例を
全て含めてしまうと解析結果に偏りが生じると予想され
たため，解析の対象外とした．

２ ．健康危機事例の収集方法
　1983年 1 月から2012年12月までの30年間を対象期間と
し，期間中に発生した飲料水を介した健康危機事例を収
集した．「飲料水健康危機管理実施要領」に基づいて報
告された事例は厚生労働省健康局水道課より提供を受け
た．本要領では，水道水のみならず，飲用井戸等の水道
法適用外の水についても報告対象となっている．上記
の定義に当てはまらないと考えられた一部の事例は排除
した．また，水道課のホームページに記載されている水
道関連事故事例 [8] の中で上記の定義に一致する事例に
ついて収集した．さらに，全国の保健所のネットワーク
等を利用して収集された健康危機事例 [9] のうち，上記
の定義に一致する事例を収集した．また，「地方衛生研
究所ネットワーク」において公開している健康危機事例
集や地方衛生研究所研究報告集 [10]，地方衛生研究所・
検疫所・保健所から報告される感染症情報が掲載されて
いる「病原微生物検出情報（ISAR）」[11]，国内最大級
の科学技術文献データベースである「J Dream III」[12]，
国内の総合学術電子ジャーナルサイト「J-STAGE」[13]，
新聞記事データベース「ヨミダス歴史館」[14]，一般検

索サイト「Google」[15] 等のデータベース・検索サイト
を利用して，可能な限り多くの事例収集に努めた．「水，
水道，飲料水，断水，破損，飲用制限，取水停止，化学
物質名，微生物名」等のキーワードを組み合わせて検索
を用い，ヒットした文献の題名・抄録内容等から収集対
象事例を選別した．また，飲料水を介した健康危機事例
を掲載した資料（既往研究）[16-17] からも事例を収集
した．

３ ．健康危機事例の分類・整理
（ 1）原因物質の分類
　収集した健康危機事例を，表 1に示すとおり原因物質
毎に 4つに分類した．さらに，微生物・化学物質につい
ては，具体的な原因物質を特定できた場合には，その物
質名毎に集計した．

（ 2）水道・水源の分類
　健康危機が生じた水道の種類を，既報 [6] を参考に，
表 2に示す定義に従い 6つに分類した．情報が不足し，
定義による分類ができなかった事例については，定義を
満たすか否かによらず，表 2の具体例に示す水道施設の
場合は，専用水道，未規制小規模水道に分類した．例え
ば，給水人口が不明の水道であっても，自己水源を持つ
飲食店の場合は小規模水道に分類した．また，健康危機

表 １ 　原因物質の分類

原因物質の分類 内容・具体例
微生物 細菌類，原虫類，ウイルス類，等

化学物質 油類，農薬類，有機化合物，無機物質（重金属等），消毒剤/副
生成物/不純物，水処理薬品，等

その他 濁度（濁水），色度，異臭味，pH異常，残留塩素不足，汚水，工
業用水，等

原因物質なし
（事件性のもの）

実際には水質異常を伴わなかったために原因物質は存在しない
が，深刻な健康被害を引き起こすおそれのあった事例（施設浸
入・破壊，薬物投入未遂，等）

表 ２ 　水道の分類

水道の種類 定義・具体例
上水道事業
（上水道）

計画給水人口5,001人以上の水道事業

簡易水道事業
（簡易水道）

計画給水人口が101人以上5,000人以下の水道事業

水道用水供給事業
（用水供給）

水道事業者に対し水道用水を供給する事業

専用水道 寄宿舎等の自家用水道等で101人以上の居住者に給水する者また
は 1 日最大給水量が20㎥を超えるもの
*自己水源を持つ病院，学校，工場，団地，旅館，ホテル

未規制小規模水道
（小規模水道）

給水人口が100人以下の飲料水供給施設，自家用井戸等
*自己水源を持つ飲食店，キャンプ場

貯水槽水道 自己水源を持たず，水道事業から水の供給を受けるビル等の給
水設備（簡易専用水道を含む）

*具体例
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事例の水源の種類についても，表 3に従い， 4つに分類
した．

（ 3）健康危機発生要因の分類
　健康被害が発生した事例の発生要因を，危害の発生箇
所（水源，浄水過程，給配水過程）毎に「水安全計画策
定のためのガイドライン」・「水安全計画作成支援ツー
ル」 [5] に記載されている原因事象を参考として分類した．

（ 4）被害レベルの分類と評価
　感染症等の健康被害が発生した事例，健康被害には
至らないが給水停止等により生活に支障が生じた事例
等，様々な健康危機事例が存在しており，その被害内容
は多岐にわたり，重篤度も異なる．そこで，既報 [6] に
従い，健康被害や社会生活への影響の大きさを考慮して，
健康危機事例を結果の影響の大きさによって表 4のよう
に， 4つのカテゴリーに分類した．さらに，カテゴリー
1，2，3に分類された健康危機の影響を定量的に評価し，
各水道，原因物質間で比較検討するため，給水人口に対
する過去30年間における健康危機事例の影響人数の比を
指標（評価値）として求めた．なお，影響人数とはカテ
ゴリー別に集計した影響を受けた人数である．用水供給
および貯水槽水道については収集事例数が少なかったた
め，上水道，簡易水道，専用水道，小規模水道のみを評
価の対象とした．また，原因物質がない事例（事件性の
もの）についても収集事例数が少なかったため，評価の
対象外とした．
　給水人口には2011年度末時点での統計値 [18] を用い
た．小規模水道の対象人口は，2011年度の日本の総人口
より上水道，簡易水道，専用水道の給水人口を引いた値
を用いたが，小規模水道とその他の水道を併用している
ケースも存在することから，実際の人口より多少小さい
値となっていると推測される．また，カテゴリー 2，3

に分類され，影響人数が不明で影響戸数（世帯数）の情
報のみが得られた事例の場合，2011年度末時点での給水
契約数当たりの現在給水人口（＝2.25人/契約）[18]を
影響戸数に乗じて影響人数を算出した．さらに，影響戸
数の情報も得られなかった事例の場合，同じ水道の分類，
カテゴリー，原因物質に含まれる事例の影響人数の平均
値を外挿して評価値を求めた．このような事例はカテゴ
リー 1では 1件も該当しなかったが，カテゴリー 2，3
では，該当事例数の割合が上水道で26％，簡易水道で
32％，専用水道で48％，小規模水道で66％であった．こ
のように，小規模の水道かつ健康被害の発生しなかった
事例の場合は，影響人数・戸数等の情報が入手できない
ことが多く，算出された評価値にはある程度の誤差が含
まれていることに注意が必要である．

₄ ．米国，EUの類似データとの比較
　国外における飲料水を介した健康危機事例を網羅的に
収集することは極めて困難であることから，既に米国，
EUの政府機関・研究者によって集計されている健康危
機情報 [19, 20] との比較を行った．米国，EUとの比較
においては，日本の結果も含め，水系感染症による健康
危機事例についてのみの比較を試みた．これは直接的な
健康影響が発生しやすい水系感染症による事例を除き，
国外の情報を収集することが困難であったためである．

Ⅲ．結果および考察

１ ．飲料水を介した健康危機の発生傾向
　事例収集に努めた結果，調査対象期間中（過去30年
間）の飲料水を介した健康危機事例を約590件収集する
ことができた．図 1に我が国における原因物質別の飲料
水を介した健康危機事例数の推移を示すが，1990年代後
半以降事例数は増加し，2000年代中頃をピークに近年

表 ３ 　水源の分類

水源の種類 内容
地表水 河川水，湖沼水，ダム放流・貯留水，沢水
地下水 井戸水，湧水，伏流水
混合 地表水，地下水の両方を水源としている場合
受水 上水道事業等から供給された浄水を受水している場合

表 ₄ 　被害レベルの分類

分類 内容 具体例
カテゴリー 1 健康被害が生じた事例 死亡・発症・感染
カテゴリー 2 日常生活への影響が重篤な事例 給水停止・使用停止
カテゴリー 3 生活被害が生じた事例 飲用制限・飲用不適・応急給水

カテゴリー 4
水道事業者等が何らかの対応を行ったが，
社会生活への影響が小さい，もしくはな
かった事例

取水制限・水源切り替え・粉末活性炭投
入等
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は減少傾向にあることがわかる．1990年代後半から事例
数が急増しているのは，1997年 3 月に「飲料水健康危機
管理実施要領」が策定され，健康危機事例の報告数が増
加したことが主な理由である．このことから，本要領は，
我が国における飲料水を介した健康危機の実態把握に貢
献したと考えられる．一方，収集された健康危機のうち，
1997年度以降に発生した事例数に占める本要領に基づく
報告数の割合は 6割程度であったことから，情報提供依
頼に基づく事例収集方法には限界があると示唆された．
なお，厚生労働省健康局水道課では，2013年10月に本要
領の一部改定を行っており，その際に，都道府県等の水
道行政担当部（局）や厚生労働大臣認可の水道事業体・
水道用水供給事業者宛に情報提供依頼（通知）を再度発
出している [21]．その通知の中で，「情報提供をお願い
したいケース」や確実に報告対象となる該当事例につい
て具体的に示す等，本要領の周知に努めており，本要領
に基づく報告率も今後増加することが予想される．この
ことによって，健康危機の発生実態をより正確に把握で
きるようになることが期待される．一方，健康危機事例
数が近年減少している理由は不明である．実際に健康危
機の発生が減少しているのか，それとも報告・広報等が
されづらくなってきているのか，今後も事例収集を続け，
明らかとする必要がある．

２ ．飲料水を介した健康危機の原因物質
　図 1に示した通り，1990年代前半までは，主に微生物
が原因の健康危機事例が多かったが，1990年代後半から
は化学物質が，2000年代からはその他の水質異常が原因
の事例も増加している．化学物質が原因の事例が増加し
た理由は，1997年に「飲料水健康危機管理実施要領」が
策定され，これまで報告・報道等がされてこなかった直
接的な健康被害を伴わない水質異常に関する報告が増え
たためであると考えられる．
　その他の水質異常が原因の健康危機事例が増加した理

由は定かではないが，化学物質と異なり，濁度，色度等
に関する報告基準は明確に定められていないこともあり，
「飲料水健康危機管理実施要領」に基づく報告は比較的
少ない．新聞記事データベース（ヨミダス歴史館）に
よって収集された事例が多かったことから，濁度（濁水），
異臭味等の問題に関して以前より関心が増し，報道され
やすくなった可能性がある．
　表 5に過去30年間に発生した健康危機の原因物質の内
訳を示す．30年間の合計では化学物質による健康危機事
例が最も多かった．人為起源と考えられる油類，農薬，
有機化合物，無機物質，消毒副生成物等が多かったが，
ヒ素等，天然（地質）由来の汚染物質による健康危機も
報告されている．次に多かった原因物質は微生物であ
り，大腸菌をはじめとする細菌類による事例が多かった
が，近年は検査技術の発達等に伴い，原虫やウイルスが
原因の健康危機も報告数が増加しつつある．その他の物
質が原因の健康危機事例の大半は濁度（濁水の発生を含
む）によるものであった．なお，本調査では，前述のと
おり，入浴等を介した事例は収集・解析の対象外とした
が，対象とした場合には，国内でも発生の多いレジオネ
ラによる健康危機事例等が含まれることになるため，微
生物による健康危機事例数が増加することになる．厚生
労働省健康局生活衛生課が平成14年度に実施した「入浴
施設等における緊急一斉点検」においては，行政検査が
行われた5,945の公衆浴場施設中1,576施設においてレジ
オネラ属菌が検出されており [22]，健康被害が生じるお
それのある事例は多いと考えられる．
　健康被害が発生した事例に絞ると，30年間で約130事
例が収集されたが，微生物が原因の事例が圧倒的に多
かった．死亡者が出たのは，1990年に埼玉県内の幼稚園
で発生した腸管出血性大腸菌が原因の集団下痢症の 1事
例のみである．本事例では，園児およびその家族，職員
等併せて319名が発症し，そのうち 2名が死亡した．浄
化槽の汚水タンクの破損部分より漏出した汚水が井戸に

図 １ 　原因物質別の飲料水を介した健康危機事例数の推移
（同一の危害事象により複数の事業体に同様の影響が出た場合は， 1つの事例として集計した．）



我が国における過去30年間の飲料水を介した健康危機事例の解析（1983〜2012年）

75J. Natl. Inst. Public Health, 64（2）: 2015

浸入し，その汚染された井戸水を飲用したことが原因と
推測されている [23]．実際に一部の井戸水試料より腸管
出血性大腸菌が検出されている．本幼稚園の井戸は，埼
玉県自家用水道条例の適用施設であったにもかかわらず，
所轄の保健所に対して確認申請はなされておらず，消毒
設備も有していなかった [24]．このように，飲用井戸・
水道施設等の管理を著しく怠ると，死者が発生するよう
な大惨事を引き起こすおそれがあることを肝に銘じてお
く必要がある．
　死者が発生しなかった事例の中では，1996年埼玉県越
生町で発生した水道水を介したクリプトスポリジウムに
よる集団下痢症が，最も健康影響人数の多かった事例で
ある．本事例では塩素消毒は実施されていたにもかかわ
らず，越生町の町民の約 7割にあたる8,800人以上が感

染したと推定されている [4]．クリプトスポリジウムは
耐塩素性病原微生物として知られており，浄水処理で一
般に実施される塩素消毒では不活化することが困難であ
る [25]．浄水場の取水口の上流に農業集落排水処理施設
の放流口が存在し，浄水場との間に汚染の循環が成立し
ていたために汚染濃度が上昇してしまったという施設構
造（計画）上の問題が原因の 1つである [4]．また，当
時は急速ろ過方式で運転が行われていたが，平常時は原
水水質が良好であり，目視による判断によって凝集剤を
適宜添加していたために，凝集沈殿・砂ろ過によるクリ
プトスポリジウムを含む濁度の除去が適切に行われな
かったという操作上の問題も原因として指摘されてい
る [4]．本事例の発生によって，塩素消毒のみでは飲料
水の微生物学的安全性を担保できないことが改めて認識

表 ₅ 　原因物質の内訳（過去３０年間）

分類 全事
例数

被害
数＊ 分類 全事

例数
被害
数*

微生物

細菌

大腸菌 58 58

化学物質

油類 66 0
カンピロバクター 25 25 農薬・殺虫剤 16 0
赤痢菌 8 8

有機化合物

テトラクロロエチレン 12 0
エルニシア 5 5 トリクロロエチレン 11 0
サルモネラ 4 4 フェノール類 9 0
エロモナス 4 4 ダイオキシン類 6 0
レプトスピラ 他 5 4 トルエン 6 1

原虫
クリプトスポリジウム 26 6 1,4-ジオキサン 5 0
ジアルジア 14 2 四塩化炭素 5 0

ウイルス
ノロウイルス 6 6 ベンゼン 4 0
ロタウイルス 1 1 PCB 他 21 0

その他（真菌等） 2 0

無機物質

ヒ素＊＊＊＊＊ 26 1
指標微生物＊＊ 10 5 シアン 12 0
不明＊＊＊ 3 3 硝酸・亜硝酸 8 1

計 171 131 水銀 7 0

その他

濁度（濁水の発生を含む） 117 0 マンガン 6 0
汚水・工業用水等（混入） 21 2 六価クロム 5 0
異臭味 8 0 ウラン 3 0
残留塩素不足＊＊＊＊ 7 0 アルミニウム 3 0
色度 3 0 フッ素 他 6 0
pH異常 他 5 0

消毒剤/消毒副
生成物/不純物

臭素酸 12 0
計 161 2 塩素酸 10 0

原因物質
なし

施設浸入・破壊 5 0 次亜塩素酸ナトリウム 5 2
薬物混入未遂・予告 3 0 ホルムアルデヒド 他 4 0
不審者による施設操作 1 0 その他（水処理薬品等） 8 2

計 9 0 計 276 7
＊健康被害が発生した事例数
＊＊大腸菌群・一般細菌等の指標微生物のみが検出された事例
＊＊＊微生物種は特定できなかったが，臨床症状から病原微生物が原因であると疑られた事例
＊＊＊＊残留塩素の不足のみが発覚し，給水停止や飲用制限等に至った事例．残留塩素の不足等が原因で病原微生物が検出された事例
は含まれていない．
＊＊＊＊＊有機ヒ素を含む
注）複数の原因物質が存在する事例の場合は，それぞれの原因物質をすべて計数している．
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され，これ以降，水道原水に耐塩素性病原微生物の汚染
のおそれのある国内の浄水場では，塩素消毒に加え，物
理的に微生物を除去するためにろ過池の濁度管理が徹底
され，また膜ろ過や紫外線処理が導入されていくことと
なった [26]．病原微生物が原因の健康危機事例が近年減
少しているが，このような対策が進んだことが減少理由
の一つとして考えられる．
　化学物質が原因の健康危機事例の場合，急性毒性の観
点で問題となるほど高濃度の飲料水汚染が発生すること
は稀であり，明らかな健康被害が発生した事例は30年間
で 7件であった．このうち，最も深刻な健康被害が発生
したのは，2000年代に茨城県神栖町（現 神栖市）で発
生した飲用井戸水を介したヒ素中毒事件である．本事例
の原因物質は有機ヒ素であるジフェニルアルシン酸であ
り，汚染された地下水に暴露された100名以上の住人に
小脳性運動失調等の健康被害が見られている [27]．さ
らには，中低濃度暴露住民で自然流産の発生確率が高く
なったと報告されている [28]．環境省等の調査によって，
不法投棄されたジフェニルアルシン酸を高濃度に含むコ
ンクリート様の塊が汚染源である可能性が極めて高いこ
とがわかっている [29]．

　諸外国で報告の多い，硝酸・亜硝酸性窒素が原因の健
康被害事例は 1件のみ収集された．本事例では，硝酸性
窒素によって汚染された井戸水を調乳に用いたために，
新生児 1名がメトヘモグロビン血症を発症した[30]．井
戸水中の硝酸性窒素濃度は36.2mg/Lであり，水道水質
基準（亜硝酸性窒素との合計で10mg/L）を大きく超過
していた [30]．主に生後 5日～ 21日目にかけて暴露さ
れたが，メチレンブルーの静注，リボフラビンの内服等
による治療によって半年後には快復（正常化）した [30]．

３ ．健康危機が発生した水道・水源の種類
　図 2，3に過去30年間における水道・水源の種類別の
健康危機事例数の割合を示す．収集された全健康危機事
例数で見ると，上水道で健康危機の発生割合が高いが，
健康被害が発生した事例に絞ると，専用水道や小規模水
道での健康危機が多いことがわかる．このことは，上水
道では相対的に水質管理体制が整備されており，健康被
害に至らない水質異常について発見・報告できるケース
が多いが，小規模な施設では，健康被害が明白になるま
で水質異常を把握しにくく，また報告する体制も整って
いないことを示唆している．また，水源についても，全

図 ２ 　過去３０年間に健康危機が発生した水道の種類の割合（事例数ベース）

図 ３ 　過去３０年間に健康危機が発生した水道の水源の種類の割合（事例数ベース）
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健康危機事例数で見ると，地表水・地下水の割合が高い
が，健康被害が発生した事例に絞ると，地下水の割合が
高いことがわかる．専用水道や小規模水道は地下水を水
源とすることが多いことが知られており，我が国におけ
る飲料水を介した健康被害を減少させるためには，専用
水道や飲用井戸等の管理を今後も徹底させていく必要が
あると考えられた．

₄ ．健康被害が発生した事例の発生要因（危害原因事象）
　健康被害が発生した事例のうち発生要因を特定できた
約80事例について，表 6に示す通り，発生箇所別の要因
の分類・集計を行った．発生箇所別に見ると，浄水過程
における発生要因が最も多いが，流域・水源・取水や給
配水過程における要因も少なくないことから，「水安全
計画」の基本的な考え方となっている通り [5]，水源か
ら給水栓に至る各段階で危害の評価・管理を実施するこ
とが，飲料水を介した健康危機事例の発生を抑制する上
で重要であるといえる．
　発生要因として最も多かったのは，浄水過程における
消毒の不備である．特に専用水道や小規模水道において
消毒の不備が原因の事例が多いことから，我が国におけ
る飲料水を介した健康被害を減少させるためには，この
ような小規模な施設において，消毒設備の適切な整備・
管理・指導等をこれまで以上に実施することが不可欠と
考えられた． 
　流域・水源・取水過程においては，ヒト糞便由来の汚
染が多かったことから，下水配管や浄化槽等の管理を強
化し，水道水源の汚染を減少させることも重要であると
考えられる．また，降雨が原因で水道原水が汚染された
ことによって健康被害が発生した事例も 8件あり，今後
は集中豪雨時の浄水処理技術の開発・確立等，気候変動
への適応策の推進も求められるだろう．

　給配水過程（貯水槽を含む）においては，破損個所・
漏水箇所等からの汚水の侵入やクロスコネクションが多
かったが，表 6に示した通り，様々な発生要因が存在し
ている．特に貯水槽における水質汚染事故が多かったが，
貯水槽水道はその管理に問題が多いことが従来から指摘
されており [31]，設置者・管理者の意識・知識レベルの
向上が今後も求められる．

₅ ．飲料水を介した健康危機によって生じた被害の定量
的評価

　図 4，5に水道の種類および原因物質別の被害レベル
の評価結果を示す．給水人口に対する過去30年間におけ
る健康危機事例の影響人数の比として定量的に評価値
を求めた場合，健康被害であるカテゴリー 1において
は，上水道・簡易水道で小さく，専用水道・小規模水道
で大きくなった．このことから，規模の小さい施設の管
理を徹底していくことが飲料水を介した健康被害を減少
させる上で不可欠であると改めて考えられた．上水道の
場合，カテゴリー 2，3の評価値に比べ，カテゴリー 1
の評価値が著しく低くなっているが，これは微生物が原
因の健康危機が少ないためである．さらに，万が一健康
影響が発生するおそれのある水質汚染が発生した場合も，
給水停止や飲用制限等によって健康被害を回避する管理
を実施しているためであると推測された．一方，カテゴ
リー 2および 3の評価値は他の水道に比べ比較的高い
値となっており，社会生活への影響を考えると，大規模
な施設においても，水質汚染を発生させないための水源
管理や浄水処理等を実施していくことも重要である．ま
た，専用水道においてはすべてのカテゴリーで評価値が
高くなっており，適切な管理・監視手法について検討し
ていく必要があると考えられる．
原因物質別に見ると，微生物はカテゴリー 1の評価値

表 ₆ 　健康被害が発生した事例の発生要因数（過去３０年間）

流域・水源・取水 給配水過程（貯水槽を含む）
ヒト糞便由来の汚染＊ 23 破損個所・漏水箇所等からの汚水浸入 6
降雨 8 クロスコネクション 4
地震＊＊ 2 残留塩素不足＊＊＊ 3
畜産施設，野生動物からの汚染 1 ポンプ故障等による汚水等の混入 3
不法投棄 1 清掃不足 3
取水切り替えに伴う汚染 1 給配水管工事に伴う汚染 2

計 36 管理ミス等による薬品の過剰注入 2
浄水過程 受水切り替え時の汚染 1

消毒の不備 48 飲用用途外の水の飲用（誤飲） 1
凝集沈殿等その他の処理の不備 4 計 25

計 52
＊下水等の汚水や感染者の糞便等が水源に流入
＊＊2011年の東日本大震災は解析の対象外とした．
＊＊＊浄水過程における消毒には不備がなかったものの，貯水槽の管理等の問題で残留塩素が不足した事例
注）複数の発生要因が存在する場合は，それぞれの要因をすべて計数している．
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が高く，化学物質・その他の原因物質では，カテゴリー
2，3の評価値が高くなっている．直接的な健康影響が
発生しやすい病原微生物の管理を実施していくことは当
然のこと，社会生活への影響も考慮して化学物質等によ
るリスクを評価・管理していくことも必要である．

₆ ．米国，EUとの比較
　表 7に我が国および米国，EUにおける飲料水を介し
た集団感染の発生状況を示す．我が国における飲料水を

介した集団感染の発生頻度は，米国より低く，EUより
高い結果となった．また，総人口あたりの被害者数で評
価した場合は最も低い値となっており，米国，EUと比
較して飲料水の衛生管理レベルが高く維持できていたと
示唆された．一方，本検討においては，各国・地域にお
ける事例の収集方法が大きく異なっていることから，正
確な比較となっていないことに注意が必要である．クリ
プトスポリジウムの水系集団感染の国際的な発生傾向を
調査した既往研究においても，収集方法の問題から，国

図 ₄ 　水道種別の被害レベルの評価結果

図 ₅ 　原因物質別の被害レベルの評価結果（※対象事例なし）

表 ₇ 　我が国および米国，EUにおける飲料水を介した集団感染の発生状況

国・地域 日本 米国 EU

対象期間 1990-2010* 1990-2010＊ 1990-2005

事例収集方法
データベース等による検索＋
サーベイランスシステム
（1997年度以降）

サーベイランスシステム データベース検索

発生頻度（事例数／総人口／年） 2.8×10－ 8 4.3×10－ 8 1.5×10－ 8

影響度（被害者数／総人口／年） 6.8×10－ 6 6.9×10－ 5 9.5×10－ 6

死者数 2 24＊＊ 1
＊EUの報告に合わせて，我が国および米国は1990年以降の事例を対象とした．また米国の報告は2010年までしか公開されていない
ことから，我が国についても2010年までの事例を対象とした．
＊＊Milwaukee市で発生したクリプトスポリジウムの集団感染事例による死者を含んでいない（50人以上の死者が発生したと推測さ
れている）．
注）米国の報告に合わせ，感染者が 2名以上発生した事例に絞っている．
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際比較が困難であると述べられており [32]，比較手法の
検討も今後実施する必要があると考えられる．

IV．結論

　本研究では，我が国における飲料水を介した健康危機
の発生実態および課題を明らかとすることを目的に，過
去30年間に発生した健康危機情報を収集し，また収集さ
れた事例の解析を行った．その結果，我が国では地下水
を水源とする専用水道や飲用井戸等の小規模の水道施設
において健康被害を伴う水質事故が高頻度で発生してお
り，主要な発生要因は消毒の不備であったことから，我
が国の飲料水を介した健康リスクを減少させるためには，
小規模施設の適切な衛生管理手法について今後検討して
いく必要があると考えられた．一方，上水道等の大規模
な施設においても社会生活への影響が大きい，給水停止
や飲用制限を伴う水質事故の発生頻度は低くないことか
ら，水質汚染を発生させないための水源管理等を進めて
いくことが重要である．また，米国およびEUと比較し
た結果，我が国の飲料水の衛生管理レベルは高く維持で
きていたと示唆されたが，より正確な比較を行うために，
比較手法についても今後検討していく必要がある．
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